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労働者派遣事業報告書について 

 

概要 

受注入力、勤怠、スタッフマスタ雇用契約、教育実施入力を基に、労働者派遣事業報告書を出力します。 

 

基本操作 

[管理]-[法令帳簿]-[労働者派遣事業報告書]メニューを選択します。 

 

１．出力する条件を指定します。 

 

２．プレビュー（Ｆ８）、印刷（Ｆ９）ボタンを押下して、労働者派遣事業報告書を出力します。 

 

項目説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出力条件項目 

報告対象期間 年度報告する期間の開始年月日と終了年月日を指定します。 

※システム日付の年とシステム固定で持つ決算年月日の日付により、初

期値をセットします。 
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報告年月日(6月 1日現在) 6月 1日現在の状況報告をする際の報告年月日を指定します。 

※初期値 6月 1日(土日祝の場合は、翌営業日)をセットします。 

得意先 NO [得意先 NO]を範囲指定して検索できます。[得意先 NO]を直接入力する

か、「▼」をクリックし、[得意先検索]より選択します。 

絞込 ［得意先検索］が表示され、連続しない得意先 NOを複数選択することがで

きます。条件を設定した場合、［解除］ボタンの右横に「対象 X 件」と表示

されます。 

解除 ［絞込］ボタンから選択した設定を、全てクリアします。 

受注部門 受注入力で登録した部門を指定できます。 

「全社」を指定した場合は、全部門の「労働者派遣事業報告書」を出力しま

す。（部門単位でシートが分かれます。） 

出勤区分 出力対象とする、システム固定で持っている出勤区分「通常出勤、法定内

休出、法定外休出、欠勤、有休（1日）、調整」及び、名称マスタで任意に設

定した出勤区分をチェックボックスより選択します。 

 

ボタン説明 

 

 

ファンクションキー 

ヘルプ（Ｆ１） [労働者派遣事業報告書]のオンラインヘルプを表示します。 

プレビュー（Ｆ８） 画面の出力条件を基に対象データを Excelに表示します。 

印刷（Ｆ９） 画面の出力条件を基に対象データをプリンタから印刷します。 

終了（Ｆ１２） [労働者派遣事業報告]の画面を閉じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

注意① 

 

開始年月日・終了年月日を範囲指定、報告年月日を入力する必要があります。 

入力されていない、もしくは開始・終了どちらかがブランクの場合は、画面の 

MSGを出力し、入力してもらうように促します。 



管理  011.2405 

 3 / 34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よくある Q&A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意② 

 

労働者派遣事業報告書は、請求計算済みデータをもとに集計している箇所が 

ありますので、正しいデータを出力するには、[報告対象期間]に設定している 

期間内の請求計算処理を完了させてから出力することを推奨しています。 

質問 

「労働者派遣事業報告書」を出力したいのですが、請求計算処理まで済ませておく必要はありますか。 

請求計算済みのデータを集計している項目がありますので、請求計算処理を行ってから「労働者派遣事業報

告書」の出力をおこなってください。 

 

注意③ 

 

「●労働者派遣事業報告の出力内容」につきまして、スタッフエクスプレスから 

出力できる項目は、赤枠で囲われている部分のみとなります。 

赤枠で囲われていない部分につきましては、お客様が直接入力をおこなって 

いただく必要がございますので、ご了承ください。 
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●労働者派遣事業報告の出力内容 

１．様式第 11号（第 1面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 

①  

⑧  

⑥  

⑦  

⑤  

④  

③  

⑫ 

⑪ 

⑨  

⑩  
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様式第 11号（第 1面）の集計項目 

① 許可番号 [会社マスタ]-[会社情報]タブ[基本]タブの「労働者派遣事業」に登録した

許可番号が出力されます。 

② 許可年月日 [会社マスタ]-[会社情報]タブ[基本]タブの「労働者派遣事業」、「許可年月

日」に登録した年月日が出力されます。 

③ 会社名及び代表者名 [会社マスタ]-[会社情報]タブ[基本]タブの「会社名」及び「代表者名」、「代

表者役職」が出力されます。 

④ 氏名又は名称 [会社マスタ]-[会社情報]タブ[基本]タブの「会社名」が出力されます。 

⑤ 住所 [会社マスタ]-[会社情報]タブ[基本]タブの「住所」が出力されます。 

⑥ 代表者の氏名 [会社マスタ]-[会社情報]タブ[基本]タブの「代表者氏名」及び「代表者役

職」が出力されます。 

⑦ 事業所の名称 [会社マスタ]-[会社情報]タブ[基本]タブの「会社名」及び[労働者派遣事

業報告書]の[配置部門]で選択した部門の「部門名」が出力されます。 

⑧ 事業所の住所 [労働者派遣事業報告書]の[配置部門]で選択した部門の「住所」が出力

されます。 

出力される住所は、[部門マスタ]-[住所]タブの「住所」になります。 

⑨ 事業年度の開始の日

及び当該事業年度の

終了の日 

[労働者派遣事業報告書]の[報告対象期間]で指定した期間が出力されま

す。 

⑩ 民間職業紹介事業と

の事業 

[会社マスタ]-[会社情報]タブ[基本]タブの「有料職業紹介事業」、「許可番

号」の登録がある場合は「有」、なければ「無」になります。 

⑪ 許可・届出番号 

 

[会社マスタ]-[会社情報]タブ[基本]タブの「有料職業紹介事業」に登録し

た許可番号が出力されます。 

⑫ 請負事業の実施 [受注入力]の取引区分が「請負」かつ、受注年月が[労働者派遣事業報告

書]の「報告対象期間」内で請求計算済のデータが 1件以上存在する場合

は「有」、なければ「無」になります。 

 

よくある Q&A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

質問 

「労働者派遣事業の売上高」の金額ですが、例えば、報告対象期間が「2018/04/01～2019/03/31」だった場

合、「2019/03/16～2019/04/15」で請求を締めたデータはどのように反映されますか。 

「労働者派遣事業報告書」を[プレビュー（Ｆ８）]もしくは[印刷（Ｆ９）]したタイミングで、「2019/03/16～

2019/04/15」の請求データが既に締まっている(請求計算処理されている)のであれば、「2019/03/16～

2019/04/15」の請求データの中の「2019/03/16～2019/03/31」までの請求金額が反映されます。 
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２．様式第 11号（第２面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 

① 

② 

④ 

⑦ 

⑧ 

⑩ 

⑪ 

⑨ 

⑬ 

⑫ 

⑤ 

⑥ 
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様式第 11号（第 2面）項目 

① 派遣労働者数等雇用

実績（実人数）（報告対象

期間末日現在） 

[スタッフマスタ]-[詳細]タブ[派遣]タブの「日雇派遣例外要件」が「高齢者」

～「主たる生計者以外の者」以外のスタッフのうち、就業年月日が[労働者

派遣事業報告書]の「報告対象期間」末日現在の勤怠が 1 件でも存在す

るスタッフの実人数となります。通算雇用期間は、[スタッフマスタ]-[詳

細]-[派遣]-[通算雇用期間]を基に、有期無期区分は、スタッフマスタ雇用

契約データを基に判定します。 

詳細は、「■通算雇用期間の算出について」をご参照ください。 

② 日雇派遣労働者 [スタッフマスタ]-[詳細]タブ[派遣]タブの「日雇派遣例外要件」が「高齢者」

～「主たる生計者以外の者」のスタッフのうち、就業年月日が[労働者派遣

事業報告書]の「報告対象期間」末日現在の勤怠が 1 件でも存在するスタ

ッフの実人数となります。 

③ 登録者 [スタッフマスタ]-[詳細]タブ[ログイン]タブの設定がされていない、かつ[ス

タッフマスタ]-[概要]タブの「退職年月日」が未設定、かつ報告対象期間

の末日現在が[スタッフマスタ]-[概要]タブの「無効日」で無効期間が設定

されておらず、かつ[スタッフマスタ]-[概要]タブの「有期無期雇用区分」が

無期以外のスタッフの実人数となります。 

※スタッフマスタ雇用契約データで、「有期無期雇用区分」＝有期の雇用

契約が登録済みであればクーリングに該当しても集計対象となります。 

④ 労働者派遣事業の売

上高 

[受注入力]の取引区分が「派遣」「紹介予定派遣」、かつ売上年月日及び

就業年月日が[労働者派遣事業報告書]の「報告対象期間」内の請求計

算済の売上金額となります。 

⑤ 請負事業の売上高 [受注入力]の取引区分が「請負」、かつ売上年月日が[労働者派遣事業報

告書]の「報告対象期間」内の売上金額となります。 

⑥  派遣先事業所数（実

数） 

[労働者派遣事業報告書]の「報告対象期間」で、勤怠が存在する得意先

件数を出力します。 

⑦ 労働者派遣契約の期

間別件数（延べ件数） 

[受注入力]の受注年月日が、[労働者派遣事業報告書]の「報告対象期

間」内に該当する、就業期間より算出した件数となります。 

※[受注ステータス]が「受注」で登録されていない[受注入力]はカウントさ

れません。 

⑧ ①労働安全衛生法第

59 条の規定に基づく安全

衛生教育 

別紙に記載。 

⑨ その他の教育訓練（①

及び（１１）に係るものを除

く） 

別紙に記載。 

⑩ 主な派遣先事業主（取

引額上位５社） 

 

[受注入力]の[取引区分]が「派遣」「紹介予定派遣」、かつ売上年月日が

[労働者派遣事業報告書]の「報告対象期間」内の売上で請求計算済の売

上金額上位 5件の得意先を表示します。 
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⑪ イ 紹介予定派遣に係

る労働者派遣契約の申込

人数（人） 

[スタッフマスタ]-[詳細]タブ[採用募集]タブの「面接日」が、[労働者派遣事

業報告書]の「報告対象期間」内で、かつ[スタッフマスタ]-[希望]タブ[単

価・期間・雇用形態]タブの雇用形態「紹介予定派遣」にチェックが付いて

いるスタッフの実人数となります。 

⑫ ロ 紹介予定派遣によ

り労働者派遣をした労働者

数（人） 

就業年月日が[労働者派遣事業報告書]の「報告対象期間」内で、かつ就

業年月日も[労働者派遣事業報告書]の「報告対象期間」内の受注で[受

注入力]-[取引区分]が「紹介予定派遣」のスタッフ人数となります。 

⑬ 雇用安定措置（法第30

条）の措置の実績 

対象派遣労働者数 

[連絡記録]-[連絡記録入力]で、雇用安定措置に定義された登録を行った

スタッフの実人数となります。 

なお、雇用安定措置の定義設定は、[会社マスタ]-[会社運用]タブ[コンプ

ライアンス]タブの連絡記録(雇用安定処理)で事前に行って頂く必要がご

ざいます。 

会社マスタについては、以下をご参照ください。 

●会社マスタについて 

https://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/02_06.pdf 

 

 

よくある Q&A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

質問 

[様式第 11 号（第 2 面）]-[（６）雇用安定措置（法第 30 条）の措置の実績]の説明文に「[連絡記録]-[連絡記

録入力]で、雇用安定措置に定義された登録を行ったスタッフの実人数となります」と記載されていますが、 

どのようなスタッフが対象となりますでしょうか。 

[連絡記録]-[連絡記録入力]で、雇用安定措置に定義された登録を行ったスタッフとは、以下の条件に合致 

するスタッフとなります。 

・連絡記録入力で、[マスタ]-[会社マスタ]-[会社運用]-[コンプライアンス]-[連絡記録（雇用安定措置）]に 

 登録されている、連絡区分が登録されているデータ。 

・上記に紐づくスタッフの[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[同じ職場への派遣期間の見込み]が設定されて 

いるスタッフ。 

上記 2つの条件が合致したスタッフが対象となり、集計された人数が[（６）雇用安定措置（法第 30条）の措置

の実績]に出力されます。 

http://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/02_06.pdf
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３．様式第 11号（第２面）-別紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第 11号（第 2面）-別紙項目 

① 労働安全衛生法第 59

条の規定に基づく安全

衛生教育 

[教育実施入力]の実施開始日または[教育実施入力]-[対象教育]-[実施

日]が、[労働者派遣事業報告書]の「報告対象期間」内で、かつ該当の教

育 NOで登録をした内容を表示します。 

なお、該当の教育 NO は事前に[詳細]-[教育マスタ]-[派遣タブ]-[労働安

全衛生法第 59条]で、労働安全衛生法第 59条の１、２のいずれかを選択

しているものになります。 

１人当たりの平均実施時間は、(教育実施ごとの時間１×スタッフ人数)÷

教育を受けたスタッフ(重複なし)となります。 

 

 

  

① 
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４．様式第 11号（第２面）-別紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第 11号（第 2面）-別紙項目 

② その他の教育訓練（①

及び（９）に係るものを

除く） 

[教育実施入力]の実施開始日または[教育実施入力]-[対象教育]-[実施

日]が、[労働者派遣事業報告書]の「報告対象期間」内で、かつ[詳細]-

[教育マスタ]-[派遣タブ]-[教育訓練区分]が［その他］で選択済みの教育

NOで登録をした内容を表示します。 

１人当たりの平均実施時間は、(教育実施ごとの時間１×スタッフ人数)÷

教育を受けたスタッフ(重複なし)となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 
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よくある Q&A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問 

「様式第 11号（第 2面）-別紙項目」を正しく出力するために、事前に設定が必要な個所はありますで 

しょうか。 

下記の事前設定が必要になります。 

・[マスタ]-[詳細]-[教育マスタ]の該当教育 NOに、「労働安全衛生法 第 59条」の設定をする。 

※教育マスタについては、以下をご参照ください。 

●教育マスタについて 

https://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/02_10_03.pdf 

・[報告対象期間]に設定している期間内に含まれる[教育実施入力]に、[教育 NO]の入力がされていること。 

※教育実施入力については、以下をご参照ください。 

 ●教育実施入力について 

 https://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/11_05.pdf 

 

 

http://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/02_10_03.pdf
http://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/11_05.pdf
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５．様式第 11号（第３面） 

 

 

 

 

① ② 
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様式第 11号（第 3面）項目 

①派遣料金（１日（８時間

当たり）の額） 

[スタッフマスタ]-[詳細]タブ[派遣]タブの「日雇派遣例外要件」が「高齢者」

～「主たる生計者以外の者」以外のスタッフの、就業年月日が[労働者派

遣事業報告書]の「報告対象期間」内の勤怠のうち、労働者派遣事業報告

書の職業ごとの１日（８時間当たり）の売上金額となります。 

有期無期区分は、スタッフマスタ雇用契約データを基に判定します。 

なお、労働者派遣事業報告書の職業は[受注入力]の「職業 NO」で判断を

しており、[システム]-[職業マスタ]の「労働者派遣事業の職業」で事前に

設定する必要がございます。 

②派遣労働者の賃金（１日

（８時間当たり）の額） 

[スタッフマスタ]-[詳細]タブ[派遣]タブの「日雇派遣例外要件」が「高齢者」

～「主たる生計者以外の者」以外のスタッフの、就業年月日が[労働者派

遣事業報告書]の「報告対象期間」内の勤怠のうち、労働者派遣事業報告

書の職業ごとの１日（８時間当たり）の支払金額となります。 

また、[スタッフマスタ]-[概要]タブの有期無期雇用の設定で、無期及び有

期の判断を、[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]タブの協定対象派遣労働者

の設定で、協定対象派遣労働者の判断をいたします。 

なお、労働者派遣事業報告書の職業は[受注入力]の「職業 NO」で判断を

しており、[システム]-[職業マスタ]の「労働者派遣事業の職業」で事前に

設定する必要がございます。 

 

よくある Q&A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問 

[様式第 11号（第 3面）]を正しく出力するために、事前に設定が必要な個所はありますでしょうか。 

下記の事前設定が必要になります。 

・[マスタ]-[システム]-[職業マスタ]の該当職業 NOに、「労働者派遣事業報告書の職業」の設定をする。 

※職業マスタについては、以下をご参照ください。 

●職業マスタについて 

https://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/02_11_04.pdf 

・[報告対象期間]に設定している期間内に含まれる[受注入力]に、[職業 NO]の入力がされていること。 

※受注入力については、以下をご参照ください。 

 ●受注入力について 

 https://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/04_02.pdf 

・[マスタ]-[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[協定対象派遣労働者]を設定する。 

※スタッフマスタについては、以下をご参照ください。 

 ●スタッフマスタについて 

 https://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/02_01.pdf 

 

 

http://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/02_11_04.pdf
http://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/04_02.pdf
https://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/02_01.pdf
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質問 

[職業マスタ]-[労働者派遣事業の職業]に「分類不能の職業」で設定しているものがひとつもないのに、 

[様式第 11号（第 3面）]-[99 分類不能の職業]に金額が出力されています。なぜでしょうか。 

[職業マスタ]-[労働者派遣事業の職業]に「その他の運搬・清掃・包装等従事者」で登録されているデータは

ありませんでしょうか？ 

「その他の運搬・清掃・包装等従事者」は日本標準職業分類のひとつではありますが、労働者派遣事業報告

書では項目をもっていません。そのため、労働者派遣事業報告書上、振り分け先がない職業となります 

ため、「99 分類不能の職業」に集計されます。 

質問 

[様式第 11 号（第 3 面）]の「派遣料金」および「派遣労働者の賃金」に表示される、金額の計算式(算出方法)

を教えていただきたいです。 

以下の算出方法で出力しております。 

 

【派遣料金】 

[労働者派遣事業報告]-[報告対象期間]に設定している期間の勤怠を対象としております。 

なお、対象となる勤怠は以下となります。 

 

・請求金額 ： 基本金額＋(所定内)残業金額＋残業金額＋深夜金額＋深夜残業金額 

          ＋法定外金額＋法定内金額＋補正基本金額＋補正残業金額 

          ＋45H超金額＋60H超金額＋請求項目 1～17(税抜金額)＋消費税 

・請求時間 ： 基本時間＋(所定内)残業時間＋残業時間＋法定外時間＋法定内時間 

 

受注入力の[職業 NO]ごとに、上記の請求金額と請求時間を集計し、「請求金額÷請求時間×8」で、 

8時間当たりの金額を算出しております。なお、合わせて[スタッフマスタ]-[基本]-[有期無期雇用]の 

有期と無期ごとに集計を行っております。 

※有期・無期の判定は、[スタッフマスタ]-[基本]-[有期無期雇用]-［...］-[雇用契約管理]のデータで 

おこなっています。 

 

↓(続く) 
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【派遣労働者の賃金】 

労働者派遣事業報告書の報告対象期間の勤怠を対象としております。 

なお、対象となる勤怠は以下となります。 

 

・支給金額 ： 基本金額＋(所定内)残業金額＋残業金額＋深夜金額＋深夜残業金額 

          ＋法定外金額＋法定内金額＋補正基本金額＋補正残業金額 

          ＋45H超金額＋60H超金額＋支給手当 1～20 

・支給時間 ： 基本時間＋(所定内)残業時間＋残業時間＋法定外時間＋法定内時間 

 

受注入力の職業 Noごとに上記、支給金額と支給時間を集計し、「支給金額÷支給時間×8」で、 

8時間当たりの金額を算出しております。なお、合わせて[スタッフマスタ]-[基本]-[有期無期雇用]の 

有期と無期ごとに集計を行っており、更に[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[協定対象派遣労働者]が 

「対象」となっているスタッフの集計も行っております。 

※有期・無期の判定は、[スタッフマスタ]-[基本]-[有期無期雇用]-［...］-[雇用契約管理]のデータで 

おこなっています。 



管理  011.2405 

 16 / 34 

 

６．様式第 11号（第４面） 

第 3面からの続きとなります。 
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７．様式第 11号（第５面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  ② 
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様式第 11号（第 5面）項目 

①日雇派遣労働者の派遣

料金（1 日（８時間当たり）

の額） 

[スタッフマスタ]-[詳細]タブ[派遣]タブの「日雇派遣例外要件」が「高齢者」

～「主たる生計者以外の者」のスタッフで、就業年月日が[労働者派遣事

業報告書]の「報告対象期間」内の勤怠のうち業務（政令）種類ごとの１日

（８時間当たり）の売上金額となります。 

なお、業務（政令）種類は[受注入力]-[就業条件]タブ[派遣]タブの「業務

（政令）」で登録されている内容で判断します。 

②日雇派遣労働者の業務

別賃金（１日（８時間当た

り）の額） 

[スタッフマスタ]-[詳細]タブ[派遣]タブの「日雇派遣例外要件」が「高齢者」

～「主たる生計者以外の者」のスタッフで、就業年月日が[労働者派遣事

業報告書]の「報告対象期間」内の勤怠のうち業務（政令）種類ごとの１日

（８時間当たり）の支払金額となります。 

また、協定対象派遣労働者は、[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[協定対

象派遣労働者]の設定を基に判定します。 

なお、業務（政令）種類は[受注入力]-[就業条件]タブ[派遣]タブの「業務

（政令）」で登録されている内容で判断します。 

 

 

よくある Q&A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

質問 

[様式第 11 号（第 5 面）]-[①日雇派遣労働者の業務別派遣料金（１日（８時間当たり）の額）]-[全業務平均]

に、[4-1(情報処理システム開発)]～[4-18(セールスエンジニアの営業、金融商品の営業)]以外の金額も含ま

れているようなのですが、どのように算出されていますか。 

[労働者派遣事業報告]-[報告対象期間]に設定した期間に当てはまる、[受注]-[受注入力]-[就業条件]-[派

遣]-[業務(政令)]に「令第 4 条第 1 項 1 号 情報処理システム開発」～「令第 4 条第 1 項 18 号 セールスエ

ンジニアの営業、金融商品の営業」のいずれかが登録されている受注の金額に加え、[マスタ]-[スタッフマス

タ]-[詳細]-[派遣]-[日雇派遣例外]-[要件]が「高齢者」「昼間学生」「副業者」「主たる生計者以外の者」に設

定されているスタッフの金額を合算し、合算金額の平均により算出されています。 
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８．様式第 11号（第 6面） 

 

 

 

 

 

④ 

① 

②  

③  

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 
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様式第 11号（第 6面）項目 

① 全派遣労働者数 [スタッフマスタ]-[詳細]タブ[派遣]タブの「日雇派遣例外要件」が「高齢者」

～「主たる生計者以外の者」以外のスタッフのうち、就業年月日が[労働者

派遣事業報告書]の「報告対象期間」末日現在の勤怠が 1 件でも存在す

るスタッフの実人数となります。 

有期無期区分は、スタッフマスタ雇用契約データを基に判定します。 

値は、⑤_1～⑤_3で共通となります。 

② 実施した者の人数 [連絡記録]-[連絡記録入力]で、連絡日が[労働者派遣事業報告書]の「報

告対象期間」内で、かつキャリア・コンサルティングに定義された登録を行

ったスタッフの実人数となります。 

集計は[スタッフマスタ]の所属部門単位に行います。 

有期無期区分は、スタッフマスタ雇用契約データを基に判定します。 

なお、キャリア・コンサルティングの定義設定は、[会社マスタ]-[会社運用]

タブ[コンプライアンス]タブの連絡記録(キャリア・コンサルティング)で事前

に行って頂く必要がございます。 

値は、⑤_1～⑤_3で共通となります。 

③ キャリアアップに資す

る教育訓練（明細） 

別紙に記載 

④ 「実施時間の総計」の

合計（a） 

明細シートの縦計の集計値（明細の上段：実施時間合計）を算出します。 

⑤ 受講者の実人数（b） 実際に受講した人数を算出します。 

同一年に同一人物が複数受講した場合は、1 人として算出します。（重複

した状態で集計しない） 

⑥ 1 人当たりの平均実施

時間（a÷b） 

④÷⑤を算出します。小数点以下切捨てです。 

⑦ 1～3 年目の a の合計

（c） 

④で算出した値から、4 年目以降の対象スタッフ分を除外した合計値を算

出します。 

⑧ 1～3年目の bの合計 ⑤で算出した値から、4 年目以降の対象スタッフ分を除外した合計値を算

出します。 

⑨ 1～3 年目の 1 人当た

りの平均実施時間（c

÷d） 

⑦÷⑧を算出します。小数点以下切捨てです。 
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参考 

 

第 6面は、③キャリアアップに資する教育訓練を、スタッフの定義ごとに 

別シートで出力されるため、下記となります。 

 

  ⑥-1、⑥-(11)-3_1_明細 ・・・ フルタイム（1年以上雇用見込み）の集計、明細シート 

  ⑥-2、⑥-(11)-3_2_明細 ・・・ 短時間勤務（1年以上雇用見込み）の集計、明細シート 

  ⑥-3、⑥-(11)-3_3_明細 ・・・ 1年未満雇用見込みの集計、明細シート 
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９．様式第 11号（第 6面）-別紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第 11号（第 6面）-別紙項目 

① キャリアアップに資す

る教育訓練（シート分

割） 

フルタイム（1年以上雇用見込み）、短時間勤務（1年以上雇用見込み）、1

年未満雇用見込みの 3種類毎にシートが分かれて出力されます。 

 

スタッフの定義は以下の通りです。 

フルタイム（1年以上雇用見込み） 

  [スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[同じ職場への派遣期間の見込み]が 

  「1年から 1年半未満見込み」以上 かつ 

  [スタッフマスタ]-[社保]-[社保被保険者区分]が「（無指定）」「月給」 

  「月給（一般）」 

短時間勤務（1年以上雇用見込み） 

  [スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[同じ職場への派遣期間の見込み]が 

  「1年から 1年半未満見込み」以上 かつ 

①  

②  
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  [スタッフマスタ]-[社保]-[社保被保険者区分]が「短時間就労」 

  「短時間労働」 

1年未満雇用見込み 

  [スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[同じ職場への派遣期間の見込み]が 

  「1年未満見込み」 

② キャリアアップに資す

る教育訓練-（明細） 

[教育実施入力]の実施開始日または[教育実施入力]-[対象教育]-[実施

日]が、[労働者派遣事業報告書]の「報告対象期間」内で、かつ[詳細]-

[教育マスタ]-[派遣タブ]-[教育実施区分]が「キャリアアップに資するも

の」で選択済みの教育 NOで登録をした内容を表示します。 

 

なお、［訓練負担］が「無償（実費負担なし）」かつ［賃金支給］が「有給（無

給部分なし）」のみ、出力対象となります。 

 

［実施時間の総計］が分単位を含む場合は、切り上げして時間で表記しま

す。 

 

［実施者の実人数］の 1年目～4年目以降は、[スタッフマスタ]-[入社年月

日]と、[教育実施入力]-[実施開始日]または[教育実施入力]-[対象教

育]-[実施日]から判断します。 

 

明細の各出力内容 

② 

訓練の内容等（タイトル） [教育実施入力]-[対象教育]タブ-[教育 NO]に登録している対象教育の

[教育マスタ]-[キャリアアップ区分]を表示します。 

訓練の内容等（明細） [教育実施入力]-[対象教育]タブ-[教育事項]を表示します。 

対象となる派遣労働者-上

段 

[教育実施入力]-[対象教育]タブ-[受講対象者のチェック]を表示します。 

(雇入時＝１/派遣中＝２/待機中＝３/入社○年目＝４/無期雇用＝５/そ

の他＝６) 

対象となる派遣労働者-下

段 

システムからは出力していません。 

実施時間の総計 [教育実施入力]-[対象教育]タブ-[教育時間 1]の時間×受講人数([教育

実施入力]-[対象スタッフ]タブに登録しているスタッフの人数)を表示しま

す。 

受講者の実人数 [教育実施入力]-[対象スタッフ]タブに登録しているスタッフの人数を表示

します。 

※同一年、同一教育訓練で重複した場合は除外しています。 

※別年、同一教育訓練の場合は、別セル（1 年目、2 年目の各セル）に記

載しています。 
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訓練方法の別 [教育実施入力]-[対象教育]タブ-[訓練方法]を表示します。 (OJT=１

/OFF-JT=２/OJT（計画的なもの以外）＝３) 

訓練の実施主体の別 [教育実施入力]-[対象教育]タブ-[実施主体]を表示します。(事業主=１/

得意先=２/訓練機関=３/その他=４) 

訓練負担の別 [教育実施入力]-[対象教育]タブ-[訓練負担]を表示します。(無償（実費負

担なし）=１/無償（実費負担あり）=２/有償=３) 

賃金支給の別 [教育実施入力]-[対象教育]タブ-[賃金支給]を表示します。(有給（無給部

分なし）=１/有給（無給部分なし）=２/無給=３) 

備考 システムからは出力していません。 

 

 

よくある Q&A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

質問 

[様式第 11号（第 6面）-別紙項目]を正しく出力するために、事前に設定が必要な箇所はありますか？ 

下記の事前設定が必要になります。 

・[スタッフマスタ]-[概要]-[入社年月日] 

※スタッフマスタについては、以下をご参照ください。 

●スタッフマスタについて 

https://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/02_01.pdf 

・[教育マスタ]-[派遣]-[教育訓練区分]、[キャリアアップ区分] 

※教育マスタについては、以下をご参照ください。 

●教育マスタについて 

https://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/02_10_03.pdf 

・[報告対象期間]に設定している期間内に含まれる[教育実施入力]に、[教育 NO]の入力がされていること。 

※教育実施入力については、以下をご参照ください。 

 ●教育実施入力について 

 https://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/11_05.pdf 

 

http://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/02_01.pdf
http://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/02_10_03.pdf
http://www.staffexpress.jp/help201701/pdf_help/11_05.pdf
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質問 

フルタイム勤務時に教育訓練を受講した後、短時間勤務に変更になったスタッフは、[様式第 11号（第 6面）-

別紙項目]のどのシートに記載されますか？ 

教育訓練を受講した当時の状況で出力されますので、1．フルタイム（1 年以上雇用見込み）のシートに出力さ

れます。教育訓練を受講した後、退職したスタッフの場合も同様で、教育訓練を受講した当時の状況で出力

されます。 

質問 

受講者の実人数に、「各年に同一の訓練を複数回受講した者は重複計上しないこと」と記載されていますが、

具体的にはどのような出力になりますか。 

入社してから 1年目に、教育訓練 Aを受講した後、教育訓練 Aを再度受講した場合は、重複計上しないため

人数に計上されません。 

ただし、入社 2年目に突入してから教育訓練 Aを再度受講した場合は、1年目に「1人」、2年目に「1人」と各

年に人数を計上します。 

具体的には、以下のように計上します。 

 

例） 報告対象期間：2018/04/01～2019/03/31の場合 

入社年月日 2018/02/01のスタッフ Aが以下の教育訓練を受講したとする。 

 教育訓練① 実施日：2018/12/01 ・・・入社日から数えて 1年目に受講 

 教育訓練① 実施日：2019/01/15 ・・・入社日から数えて 1年目に受講 

  →同一年に同一教育訓練を受講したため、重複していると判断する。 

 

入社年月日 2018/02/01のスタッフ Bが以下の教育訓練を受講したとする。 

 教育訓練① 実施日：2018/12/01 ・・・入社日から数えて 1年目に受講 

 教育訓練① 実施日：2019/02/15 ・・・入社日から数えて 2年目に受講 

  →同一教育訓練を複数年に受講したため、それぞれの年数に計上する。 
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10．様式第 11号（第７面） 

 

 

②  

①  
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様式第 11号（第 7面）項目 

① 派遣労働者（日雇派遣

労働者を除く）の実人数 

実際に報告年月日(6 月 1 日現在)に派遣されているスタッフのうち、[スタ

ッフマスタ]-[詳細]タブ[派遣]タブの「日雇派遣例外要件」が「高齢者」～

「主たる生計者以外の者」以外のスタッフの実人数となります。 

通算雇用期間は、[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[通算雇用期間]を基に

判定します。 

有期無期区分は、スタッフマスタ雇用契約データを基に、協定対象派遣労

働者は、[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[協定対象派遣労働者]を基に判

定します。 

詳細は、「■通算雇用期間の算出について」をご参照ください。 

② 業務別派遣労働者（日

雇派遣労働者を除く）の実

人数 

実際に報告年月日(6 月 1 日現在)に派遣されているスタッフのうち、[スタ

ッフマスタ]-[詳細]タブ[派遣]タブの「日雇派遣例外要件」が「高齢者」～

「主たる生計者以外の者」以外のスタッフの労働者派遣事業報告書の職

業ごとの実人数となります。 

有期無期区分は、スタッフマスタ雇用契約データを基に、協定対象派遣労

働者は、[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[協定対象派遣労働者]を基に判

定します。 

なお、労働者派遣事業報告書の職業は[受注入力]の「職業 NO」で判断を

しており、[システム]-[職業マスタ]の「労働者派遣事業の職業」で事前に

設定する必要がございます。 
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11．様式第 11号（第８面） 
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様式第 11号（第 8面）項目 

① 特定製造業務従事者

の実人数 

実際に報告年月日(6 月 1 日現在)に派遣されているスタッフのうち、[スタ

ッフマスタ]-[詳細]タブ[派遣]タブの「日雇派遣例外要件」が「高齢者」～

「主たる生計者以外の者」以外のスタッフで、業務（政令）種類が「物の製

造の業務」に該当する実人数となります。 

業務（政令）種類は[受注入力]-[就業条件]タブ[派遣]タブの「業務（政

令）」で判断します。有期無期区分は、スタッフマスタ雇用契約データを基

に、協定対象派遣労働者は、[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[協定対象

派遣労働者]を基に判定します。 

②  期間制限の対象外と

なる労働者派遣に係る派

遣労働者（日雇派遣労働

者を除く）の実人数 

実際に報告年月日(6 月 1 日現在)に派遣されているスタッフのうち、[スタ

ッフマスタ]-[詳細]タブ[派遣]タブの「日雇派遣例外要件」が「高齢者」～

「主たる生計者以外の者」以外のスタッフの、業務（政令）種類が短完育

介ごとの実人数、または、報告年月日(6 月 1 日現在)時点のスタッフの年

齢が 60歳以上のスタッフの実人数となります。 

有期無期区分は、スタッフマスタ雇用契約データを基に判定します。 

なお、業務（政令）種類は[受注入力]-[就業条件]タブ[派遣]タブの「業務

（政令）」で登録されている内容で判断します。 
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12．様式第 11号（第 9面） 
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様式第 11号（第 9面）項目 

① 日雇派遣労働者の実

人数 

実際に報告年月日(6月 1日現在)に派遣されているスタッフのうち、[スタッ

フマスタ]-[詳細]-[派遣]タブの「日雇派遣例外要件」で該当する実人数

を、区分ごと（不明、高齢者、昼間学生、副業として従事する者、主たる生

計者でない者）に集計した人数となります。 

協定対象派遣労働者は、[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[協定対象派遣

労働者]を基に判定します。 

② 特定製造業務従事者

である日雇派遣労働者の

実人数 

実際に報告年月日(6月 1日現在)に派遣されたスタッフのうち、[スタッフマ

スタ]-[詳細]-[派遣]タブの「日雇派遣例外要件」が「高齢者」～「主たる生

計者以外の者」のスタッフで、業務（政令）種類が「物の製造の業務」に該

当する実人数となります。 

業務（政令）種類は[受注入力]-[就業条件]タブ[派遣]タブの「業務（政

令）」で判断します。 

協定対象派遣労働者は、[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[協定対象派遣

労働者]を基に判定します。 

③ 日雇派遣労働者の業

務別実人数 

実際に報告年月日(6月 1日現在)に派遣されたスタッフのうち、[スタッフマ

スタ]-[詳細]-[派遣]タブの「日雇派遣例外要件」が「高齢者」～「主たる生

計者以外の者」のスタッフの業務（政令）種類ごとの実人数となります。 

なお、業務（政令）種類は[受注入力]-[就業条件]タブ[派遣]タブの「業務

（政令）」で登録されている内容で判断します。 

協定対象派遣労働者は、[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[協定対象派遣

労働者]を基に判定します。 

④ 日雇派遣労働者のうち

期間制限の対象外となる

業務における派遣労働者

の実人数 

実際に報告年月日(6 月 1 日現在)に派遣されているスタッフのうち、[スタ

ッフマスタ]-[詳細]-[派遣]タブの「日雇派遣例外要件」が「高齢者」～「主

たる生計者以外の者」のスタッフの業務（政令）種類が短完育介ごとの実

人数となります。 

なお、業務（政令）種類は[受注入力]-[就業条件]タブ[派遣]タブの「業務

（政令）」で登録されている内容で判断します。 

⑤ 過去１年以内に労働者

派遣されたことのある登録

者（雇用されている者を含

む。）の数 

就業年月日が報告年月日(6月 1日現在)から過去 1年間、勤怠が存在す

るスタッフの実人数となります。 

⑥ 雇用保険及び社会保

険の派遣労働者への適用

状況 

実際に報告年月日(6 月 1 日現在)に派遣されているスタッフのうち、社会

保険に加入している実人数となります。 

また、[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]タブの「同じ職場への派遣期間見込

み」で、雇用見込みの 1年以上と 1年未満を判断し、有期無期区分は、ス

タッフマスタ雇用契約データを基に判定します。 
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よくある Q&A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

質問 

[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[日雇派遣例外]-[要件]が「対象外」で登録されているスタッフは「日雇派遣

労働者の実人数」にカウントされますか。 

[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[日雇派遣例外]-[要件]が「対象外」になっているスタッフは、「日雇派遣労働

者の実人数」にはカウントされません。「日雇派遣労働者の実人数」にカウントするためには、[スタッフマス

タ]-[詳細]-[派遣]-[日雇派遣例外]-[要件]が「不明」「高齢者」「昼間学生」「副業者として従事する者」「主た

る生計者でない者」のいずれかに設定しておく必要がございます。 
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■ 通算雇用期間の算出について 

 

通算雇用期間の「1 年以上」「1 年未満」は、[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[通算雇用期間]を基としていま

すが、労働者派遣事業報告書を出力する際に、出力対象となるスタッフのスタッフマスタ雇用契約データを基

に算出・更新し、その結果を基に出力します。 

 

【通算雇用期間の更新対象となるスタッフ】 

１．報告対象期間末日以前の勤怠データがある 

２．１の勤怠データに紐づく受注の取引区分が派遣または紹介予定派遣 

３．報告対象期間末日が履歴の使用開始、終了日に含まれる 

４．[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[通算雇用期間]≠「1年以上」である 

 

すでに[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[通算雇用期間]＝「1 年以上」となっているスタッフは、労働者派遣

事業報告書出力時の更新処理は行われません。 

 

 

 

よくある Q&A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問 

報告対象期間末日以前の勤怠データはあるが、スタッフマスタ雇用契約データがないスタッフがいます。 

この場合、通算雇用期間は何になりますか。 

[スタッフマスタ]-[詳細]-[派遣]-[通算雇用期間]＝「1 年以上」として登録されていなければ、「1 年未満」とし

て更新されます。 

質問 

スタッフマスタ雇用契約データで、有期、無期の雇用契約が混在している場合、どのように判定されますか。 

労働者派遣事業報告書-報告対象期間（終了）が該当する契約の有期無期区分で判定されます。 
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質問 

スタッフマスタ雇用契約データが未登録の場合、有期無期区分はどのように判定されますか。 

労働者派遣事業報告書の有期無期区分判定は、「無期かどうか」で判断しています。 

そのため、スタッフマスタ雇用契約データが未登録の場合、有期無期区分＝空白（未設定）となり、「無期」で

はありませんので、「有期」として振り分けられます。 


